
（参考）補足説明
○今回の運用方針は、木造住宅生産事業関連の各団体との意見交換を踏まえて作成したものです。各団体からの主な意見として、補助金の獲得・
活用という手段を目的化してしまうのではなく、グループ活動を通じて、多くの工務店が長期優良住宅やZEH等の質の高い住宅を供給するようになる
体制整備に資するように本補助事業を運用する必要があるというご意見をいただきました。

○ご指摘の通り、本事業には、①グループ代表・事務局を中心とした未経験工務店等のサポートによる地域の木造住宅生産体制の強化と、②長期
優良住宅やZEH等の質の高い木造住宅の供給戸数の確保、といった大きく２本の柱があります。

○今回の運用方針は、この２本柱のバランスを取りつつ、効果的な補助事業の執行ができるようにという観点から作成しています。

○近年、予算の５～７倍にも上る要望が提出され、十分な配分がなされない状況となっています。一方で、一つの工務店が複数グループから要望を
提出していると、実際に必要とされる戸数と要望総額の間には乖離が生じてしまうことになります。また、工務店とグループ代表・事務局が１対１で顔
の見える関係にないと、十分なサポートが行われない恐れがあります。一つの事務局が多くのグループを抱えたり、あまりにも広範囲に渡る工務店を対
象として一つの事務局が担当するケースでも十分なサポートが行われない恐れがあります。そこで、３ページにあるルール改正により、関係者で実態を
的確に把握しつつ、各地域において顔の見える関係の中でのグループ活動に取り組むことにより、「グループ代表・事務局を中心とした未経験工務店
等のサポートによる地域の木造住宅生産体制の強化」という１本目の柱の実現が期待されます。

○非常に残念ながら、今年度（平成30年度）も、配分されたにもかかわらずグループ内で抱え込んだまま活用されない補助金が甚大な額となっていま
す。施主の都合により、グループとしてはやむを得ず１戸、２戸分の執行残が生じるのは仕方のないことなのかもしれません。しかし、各グループにとって
は１戸、２戸でも、全国約800グループの総計では大変な額になってしまいます。この場合、他の工務店の活用機会を奪っていることにもなり、関係
者全てにとって残念な状況に陥ってしまっています。

○そこで、「長期優良住宅やZEH等の質の高い住宅の供給戸数の確保」という２本目の柱に沿って、補助事業を最大限に活用するために、年度途中
からの先着順方式への移行というスキームになっています。

○10月末時点で申請ツール登録されていないグループの配分額は自動的にリセットされ、その使われなかった配分額を原資として、11月から全国一律
の先着順方式となります。施主と合意に至り、交付申請の準備が調った工務店から随時申請ツール登録し、補助金を活用できるようになります。た
だし、全国一律に公平な運用とするために、以下の運用を行う予定です。
・申請ツール登録から１カ月以内に交付申請がなされない場合、当該登録は自動的に消滅
（Ⅰ期事前枠で申請ツール登録し交付申請がなされない場合も同様に、当該登録は11月末で自動的に消滅）
・予算残額を公開

○また、グループ活動に対して十分なメリットがあるように、以下のルールも盛り込まれています。
・未経験工務店が一定以上活用（申請ツール登録）したグループは、Ⅱ期より全ての工務店の活用上限戸数を緩和
（Ⅱ期中も活用実績を踏まえて定期的に緩和対象のグループを追加します）
・グループの意向を踏まえて、未経験工務店が活用できる一定の枠を11月以降も配分額として残置

○本事業を有効活用していただくことで、 ①グループ代表・事務局を中心とした未経験工務店等のサポートによる地域の木造住宅生産体制の強化と、
②長期優良住宅やZEH等の質の高い木造住宅の供給戸数の確保 に取り組んでいただけると幸いです。
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